
－概要版－

１　地方公会計制度について

２　貸借対照表（平成31年3月31日現在）

年度末時点で保有する資産、負債、純資産を対照表示したものです。

（単位：億円）

有形固定資産 固定負債

　　学校、道路など 　地方債、退職手当引当金など

無形固定資産 流動負債

　　ソフトウェアなど 　1年以内に償還が必要な地方債など

投資その他の資産 負債合計

　　出資金、貸付金など

流動資産 純資産

　　現金預金、財政調整基金など 　市税、地方交付税、国庫補助金など

（うち現金預金）

資産合計 負債・純資産合計

３　行政コスト及び純資産変動計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

（単位：億円）

経常費用　Ａ

　人件費、物件費、減価償却費など

経常収益　Ｂ

　使用料、手数料、分担金など

純経常行政コスト（△）　Ｃ

（Ｂ－Ａ）

臨時損失　Ｄ

　災害復旧事業費など

臨時利益　Ｅ

　資産売却益など

純行政コスト（△）　Ｆ

（Ｃ＋Ｅ－Ｄ）

税収等、国県等補助金　Ｇ

資産評価差額等　Ｈ

本年度純資産変動額

（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ）

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高
（注）下位項目との金額差は、表示単位未満の四捨五入によるものです。

0億円

△ 403億円 △ 488億円 △ 695億円

純
資
産
変
動
計
算
書

386億円 481億円 685億円

35億円 33億円 34億円

18億円 26億円 24億円

1,203億円 1,580億円 1,645億円

1,221億円 1,606億円 1,669億円

（注）一般会計等は普通会計、全体は一般会計等に事業会計及び企業会計を加えたもので、連結は全体に一部事務組合及び広域連合、
第三セクター等を加えたものです。下位項目との金額差は、表示単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書は、1年間の行政活動のうち、資産形成以外の活動に要した経費と、その財源となる使用料や手
数料等の収入の関係を表しています。
純資産変動計算書は、貸借対照表に計上される純資産（国・県や過去及び現世代が負担した将来返済が不要な財
産）の1年間の増減を表しています。

項　　目 一般会計等 全体 連結

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

412億円 536億円 751億円

22億円 61億円 69億円

△ 390億円 △ 475億円 △ 682億円

13億円 13億円 13億円

0億円 0億円

(25) (49) (57)

2,005 2,970 3,058 2,005 2,970 3,058

123 131 176 784 1,364 1,388

純資産の部

55 81 94 1,221 1,606 1,670

1,823 2,753 2,783 717 1,252 1,273

4 5 5 67 112 115

平成30年度由利本荘市の財務書類

　本市では、国の示した作成基準のうち「総務省方式改訂モデル」に従い、財務書類を作成・公表してきました。
　この度、国から新たに「統一的な基準」が示されたことから、平成28年度決算分から、「統一的な基準」による財務
書類を作成・公表しています。

資産の部 負債の部

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結
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４　資金収支計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

（単位：億円）

業務活動収支

　（支出：人件費、社会保障給付など）

　（収入：市税、地方交付税など）

投資活動収支

　（支出：公共施設等整備費、基金積立など）

　（収入：国県補助金、基金取崩など）

財務活動収支

　（支出：地方債償還など）

　（収入：地方債発行収入など）

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度資金残高　Ａ

本年度末歳計外現金残高　Ｂ

本年度末現金預金残高　Ａ＋Ｂ

５　財務書類から把握できる各種比率（一般会計等、全体）

（１）　純資産比率　　＝純資産合計÷資産合計

（２）　社会資本形成の世代間比率　　＝（地方債等＋1年以内償還予定地方債等）÷有形固定資産

（３）　有形固定資産減価償却率　　＝有形固定資産（償却資産）の減価償却累計額÷取得原価等

（４）　市民１人当たりの資産と負債、純行政コスト

有形固定資産のうち、建物、工作物等の償却資産について、耐用年数に対して資産の取得からど
の程度経過しているかを表しています。この比率が高いほど資産の老朽化が進んでいると言えま
す。

　　一般会計等　　74.1％　　全体　　66.1％

　　一般会計等　　資産： 261万円　負債： 102万円　純行政コスト： 52万円
　　全　体　　　　資産： 387万円　負債： 178万円　純行政コスト： 64万円

　　　※H31.3.31現在の住民基本台帳人口　76,784人

2億円 2億円 2億円

25億円 49億円 57億円

（注）下位項目との金額差は、表示単位未満の四捨五入によるものです。連結資金収支計算書については、連結対象団体の事務負担に
配慮し内訳の作成を省略しています。

資産合計のうち返済義務のない純資産がどれくらいの割合かを表しています。この比率が高いほ
ど財政状況が健全であると言えます。

　　一般会計等　　60.9％　　全体　　54.1％

社会資本の整備の結果を示す有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）と、将来返済し
なければならない地方債との割合を表しています。この比率が高いほど将来の世代が負担する割
合が高いといえます。

　　一般会計等　　28.2％　　全体　　37.2％

84億円

△ 2億円 △ 5億円 △ 7億円

25億円 52億円 62億円

23億円 47億円 55億円

貸借対照表の流動資産に計上される現金預金（資金）の1年間の増減を「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務
活動収支」の３つに区分して表示したもので、どのような活動に資金が必要であったかを表しています。

項　　目 一般会計等 全体 連結

54億円 92億円

内容省略

350億円 437億円

404億円 529億円

△ 53億円 △ 71億円

73億円 96億円

20億円 25億円

△ 3億円 △ 26億円

68億円 110億円

65億円


